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1．背景と研究目的 
 現在、北海道では大規模で専業的な土地利用型農業を

主とした農業生産が行われているが、2021 年度調査時

点で販売農家１戸当たりの平均経営耕地面積は 30.8ha
と全国平均の約 14 倍であり、2030 年には約 35ha ほど

になることが予測される。一方で農業経営体数は年々減

少しており、今後 10 年間にかけて約 1 万戸の減少が予

測されるが、人口減少に伴う労働力不足や新たな担い手

の確保が難しいことなどから、今後はスマート農業への

移行など新技術導入による高度化を前提としたこれまで

以上に大規模で効率的な経営が望まれている（図 1）。 
 

 
図 1 販売農家戸数と平均経営耕地面積の推移 
 
スマート農業への対応を前提とした農業経営を実現す

るためには、大区画化・集約等を目的として行われる基

盤整備工事が必須であり、かねてより全道各地で実施さ

れているが、基盤整備工事を担う建設業界においても農

業同様に労働人口の減少や高齢化・担い手不足が深刻化

している。 
本稿では、筆者が過去取り組んできた基盤整備工事に

おけるこれまでに行ってきた各種 ICT の活用による省

力化と、それら知見に基いた整地工における新たな施工

プロセスの提案・試行、その有効性について述べるもの

である。 
 
２．北海道空知地方における農業農村整備事業 
 
 北海道空知地方は、豊かな水源と広大な作付面積を有

し、北海道全体の水稲作付面積の約 45％を占める大穀

倉地帯であり、水田の大規模化・集約化を進めるための

基盤整備工事が非常に重要な意味を持つ。 
以上の背景からも類推されるように、同地域は農業土

木工事発注の過密地帯でもあるが、その大半が泥炭性軟

弱地盤となっており（図 2）、地耐力が不足しがちな為、

整地時に超湿地タイプのブルドーザーが必須な点や施工

中・施工後の沈下対策等、施工の難易度は決して低くな

い。 
 

 
図 2 北海道の泥炭性軟弱地盤分布図（『泥炭性軟弱

地盤対策工マニュアル』より） 
 
水田基盤整備工事における整地工は、一般的に「標準

切盛工法」と呼ばれる手法が主となる。複数の小規模な

ほ場に分かれ、それぞれ高さの異なる耕作地が現況とし

て存在する状態から、全表土を剥ぎ取り隣接地に一時堆

積した状態で基盤部分を切盛整地し、均平処理で平坦に

した後に再び表土を戻すという手順が通常であり、この

流れを計画区域ごとに行う（図 3）。 
 
①現況表土を剥ぐ 
②基盤を切盛 
③基盤を整地して均平化 
④最初に剥いだ表土を戻す 
⑤表土整地で均平化 
 

 
図 3 標準切盛工法 
 
一般的な標準切盛工法では、一度の施工を数日間かけ

てある程度大きな区画（計画区域）ごとに行わなくては
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ならない。一度に大規模の土を動かさなくてはならない

理由は、従来の設計計画に基づく資料のみでは、ほ場全

体の精密な土量の算出および管理が困難であり、多少の

誤差を想定した上での施工を行わなければならないため

である。現況の高低差が著しいロケーションの場合では

設計計画段階において基盤運土工法が採用される場合も

あるが、経済比較の観点から、運土距離が 200m 以上も

しくは、田差 1m 以上かつ運土距離 100m 以上でなけれ

ば優位性は無いと考えられてきた。また、空知地方のよ

うな工事過密地域にあっては、基盤整備工事が同時期に

大量発注されるため、整地工適期に必要な数の重機を一

度に手配するのに同地域の施工業者と協定を結び、事前

にある程度順番を決定しなくてはならないという背景も

ある。 
しかし近年では、計画ほ場の更なる大区画化と、気候

変動に伴う断続的な短期間豪雨の影響から、基盤整地時

の降雨回避のために降雨前であっても作業を見合わせる

など、大規模な切盛を伴う適期施工の実施・工程管理が

難しくなってきている（図 4）。 
 

 
図 4 2022 年 6 月の降水量と施工可能期間 
 
４．RTK-UAV による効率的 3次元計測とその応用範囲 

 
 広大なほ場内全域を、迅速かつ精密に計測する有効な

手段の一つとして、ＵＡＶを用いた写真測量が挙げられ

る。近年では、半自動で高密度な 3 次元点群データを取

得する SfM による解析処理が主流となっているが、一

般に平坦かつテクスチャーパターンが一様であるほ場の

計測においては、通常よりも多数の地上基準点を設置・

計測する必要があり、必ずしも迅速な計測が可能とは限

らない。しかし、機体位置を高精度に推定しながら飛行

するＲＴＫ搭載型 UAV（図 5）を用いる場合、画像解

析処理の際に、外部標定要素の一つであるカメラ位置を

事前に固定することで、GCP に依存せずに安定した精

度が得られることがこれまでに分かっている（2019 八

戸ほか）。これにより、天候条件さえ整っていれば、い

つどのようなタイミングであっても、素早く現地の詳細

な地形データが取得できることとなる。 
また、取得した点群データは、起工時の現況計測だけ

ではなく、整地後の均平度評価や、任意のメッシュ間隔

で精密な土量計算を行うことも容易に可能であり、ほ場

整備工における UAV 写真測量の有用性にはもはや疑う

余地がない。 
 

 
図 5 RTK-UAV（左）と解析点群データ（右） 

 
５．整地工における小エリアセグメンテーションによ

る適期（Just Time）施工 

 
 以上のことから、筆者はこれまでに UAV 写真測量に

よる精密な現況地形データに基づいた起工測量を実施す

ることで、速やかに準備・計画から施工フェーズへ移行

する取組を行ってきた。 
そこから得られた様々な知見に基づき、こうした精密

な計測および土量管理を前提とした小ブロック施工が十

分に可能であるという判断に至った。 
そこで令和 4 年度施工現場において、UAV 写真測量

によって得られる現況ほ場の精密な面的標高分布に基づ

き、計画ほ場内を小ブロックにセグメンテーションし、

それぞれの土量計算結果を反映した小規模施工エリアを

設定することで短期間に切盛および均平評価を完了させ

る「エリアセグメント工法」を提案・試行した。 
 
表 1 令和 4 年度ほ場整備現場諸元 

 
 
当該現場は表 1 にある通り、16ha にのぼる範囲にお

いて、ほぼ全ての工種が網羅される、いわゆる「フルス

ペック」ほ場整備である。 
設計計画では、2.8～3.2ha のほ場区分で構成されてい

るが、現況ほ場は、高低差分布が不明瞭な箇所が多々存

在している上、設計計画における資料図も等高線によっ

て描画されている為（図 6）、計画時に作成された資料

のみを用いて既存の田面高の分布を精査し、土量管理の

判断を行うのには困難を伴うことが予想される。 

 
図 6 現況平面図（左）と計画平面図（右） 
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そのため、まず着工前に起工測量として RTK-UAV に

よる画像計測を行い、ほ場全域において平均誤差 1.93ｃ
ｍと、十分な精度が確保された点群データを取得し、各

ほ場面の精密な高さ分布をヒートマップにより可視化し

た（図 7）。 
 
表 2 UAV 飛行諸元 

 
 

 
図 7 取得した点群データの標高段彩 
 
計画ほ場毎に高低差の表示閾値を微調整して更に詳細

に高低差の分布を確認すると、一見一枚の平坦なほ場に

見える個所においても、過去に存在した旧ほ場の区域毎

に高さが異なっており、また撤去済みの畦畔跡が微妙に

高くなっていることが読み取れる（図 8）。 
 

 
図 8 計画ほ場面における高低差分布 
 
まずこの標高分布に基づき、計画ほ場内において、一

定の高さ分布エリアのセグメンテーションを行う。その

後、セグメンテーションした各ほ場毎にメッシュ法（10
㎝）で平均標高を算出した（図 9）。 
 

 
図 9 各セグメント毎の平均標高算出 
 
更に、計画ほ場全体の整備後の平均標高も算出し、 

（計画ほ場平均高 e1 とセグメント毎平均高 e2 の差分）

×セグメント面積 s＝セグメント毎の切盛土量 Sv 
という計算に基づき、1 つの計画ほ場を 11 個に分割し

た各セグメントの正確な切盛土量を導くことが出来る

（図 10）。 
 

 
図 10 セグメント毎の切盛土量算出結果 
 
各セグメントの表土については、事前に試掘調査を行

い、各表土厚をそれぞれ加味した上で計算処理を行って

基盤の計画標高を決定した。以上の詳細な検討結果に基

づき、各セグメント同士の土量バランスを考慮して 3 つ

の小エリア施工範囲を設定し、整地作業をエリアごとに

ローテーションした。施工の際には点群データから抽出

した小エリアの境界点座標を測量機器および ICT 建機

に入力し、コンソール上でエリア境界を明示する等、取

得データはあらゆる場面で活用した。 
 

 
図 11 エリアセグメントに基く分離施工 
 
こうして決定された小施工エリア毎に整地及び均平評

価を行うことにより、一度の施工日数が従来よりも短く

（e1-e2）s=Sv 
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済むため、降雨の隙間をピンポイントで狙った、いわば

「攻め」の工程管理が実現し、全体の工程が飛躍的に短

縮される（図 12）。 
 

 
図 12 月当たりの従来手法とエリアセグメント工法の

稼働可能日数比較イメージ 
 
こうして 1 つの計画ほ場を分割施工することで、全体

工期の短縮および効率化が図れることが明らかとなった

が、施工品質においても、各施工エリアの仕上がり標高

は、全て 1～2 ㎝以内に揃い、均平精度も規格値 35ｍｍ

に対して各エリア平均 15ｍｍ以内と、極めて高い精度

が確保できた。基盤標高値の施工精度については土量算

定の正確さに依るものであるが、均平度については、ほ

場全体で整地作業を行うよりブルドーザーの可動範囲及

び押土距離が短くなるため泥炭の性状に与える影響が少

なかったものと推察される。 
以上のことから、今回提案したエリアセグメント工法

による施工管理手法は、工程の短縮に繋がると同時に、

施工品質もこれまでと同等以上に担保されるということ

が言える。 
 
６．試行結果と今後の課題 
 
 今回、新たな管理手法である「エリアセグメント工

法」を採用することで、従来の管理手法と比較して全体

工期を 44 日間短縮することに成功した（図 13）。 
工程の短縮は、効率・経済性の観点のみならず、休日

の確保にも寄与し、働き方改革という視点においても本

手法の有効性に疑いの余地は無い。 
 

 

図 13 エリアセグメント工法採用による全体工期短縮 
また、近年の研究では、ほ場整備工事の切盛分布と翌

年以降の営農における水稲タンパク含有量に有意な関係

性があるという報告も出ており（2022 金子ほか）、こ

うした詳細な土配履歴の記録は、施工完了後の作物の生

育予測にも有効に活用できる可能性がある。将来的には

詳細に数値化された土の切盛情報に基づく新たな生育予

測や可変施肥等を活用した精密農業へつなぐための試み

も別途進めている。 
 
ただし、本手法は、精密な地形測量を前提とした詳細

な土量計算結果に基くものである。UAV 写真測量は、

基本的に誰でも容易に行うことが出来るものだが、平坦

なほ場面を高精度に測量するためには、カメラレンズの

詳細なパラメータや位置情報をメタデータとして各画像

に書き込み、解析時にそれらを参照する等、ある程度の

知識・経験が必要となる場合もある。 
 
i-Construction をはじめとする、各種情報化施工の取

組は、ICT 建機や UAV 等のツールを用いて各々の作業

効率の向上を目指すものであるが、今回試行したのは、

施工プロセスおよび管理手法を変革することによる全体

最適化の試みである。近年、DX(digital transformation)と
いうワードが注目されているが、建設における DX では

AI や ICT、 IoT をはじめとする各種デジタル技術を用

いて計画や設計、施工、管理業務などの各段階の業務プ

ロセスを変容させ、建設業務の省人化や高速化、高度化

を目指すものである。 
今回の提案及び試行結果が、建設 DX の本来在るべき

姿の一助となることを願う。 
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